覚　　書(案)

一般社団法人　海外コンサルティング企業協会（以下「甲」という。）とＸＸＸＸＸＸ（以下「乙」という。）は、甲の社内に設置した「ECFA公益通報窓口」を利用するに当たって以下の事項につき合意した。

第1条 （窓口担当者任命）

　　　甲乙双方は、本「ECFA公益通報窓口」を利用するに当たり、以下に主担当1名及び副担当1名をそれぞれ窓口担当者として任命する。

　　　甲：

　　　乙：　

2. 前項で任命した窓口担当者が異動した場合は、速やかに後任者の任命を行うとともにその旨を相手方に書面にて通知しなければならない。

第2条（契約期間）

　　　本覚書締結日より効力を発し、甲乙双方若しくはどちらか一方から解約の申し出があった場合、本覚書は失効する。

第3条（守秘義務）

　　　甲は、本通報窓口を運営するうえで知り得た内容及びその他一切の事柄を他に漏洩してはならない。但し、当局が法的手続きに基づき、通報内容の開示を求めた場合はその限りではない。

2. 本条に定める守秘義務は、本覚書第1条で任命された窓口担当者が退社した後も

同様とする。

第4条（通知義務）

　　　甲は、乙に属する従業員、派遣職員、アルバイト、パート（以下「通報者」という。）から通報があり、通報者が乙に属する対象者であった場合、甲は速やかにその通報内容を本覚書第1条にて任命されている乙の窓口担当者に連絡しなければならない。

2.　乙は、前項で甲より通報内容の連絡があった場合、速やかにその通報内容の調査を行わなければならない。

第5条（調査開始通知義務）

　　　乙は、前条第2項による調査を開始した場合、その旨甲又は通報者に対し、甲に通報があった日から起算して20日以内に連絡をしなければならない。

第6条（是正措置通知義務）

　　　乙は、通報内容に対する是正措置・再発防止策を実施し、かつ同作業が完了した場合、その旨甲の窓口担当者又は通報者に対して速やかに通知しなければならない。　

第7条（フォローアップ）

　　　甲は、通報者が通報をしたことを理由として不利益な取扱いを受けていないかを確認しなければならない。

第8条（契約外の事項）

　　　本覚書に定める事項について疑義が生じた場合、又は本覚書に定め無き事項については、甲乙協議のうえ決定する。
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